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東日本大震災における海外からの支援受入れ
について
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平成２６年２月２８日

内閣府 （防災担当）普及啓発・連携担当
大江 伸一郎

1

１．日本における海外支援の歴史

（関東大震災、阪神・淡路大震災を経て東日本大震災へ）

２．東日本大震災時の海外支援の受入れ
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内 容
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１．日本における海外支援の歴史

4

関東大震災（1923年）
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関東大震災時の海外支援

●アメリカをはじめ、多くの国から義援金・義援物資
等が寄せられた。支援国数は50カ国。

（※当時の独立国は57カ国）
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【各国からの支援物資】
● 墺太利國…医薬品等
● 波蘭國…布地衣類
● 瑞西國…子供服等

ほか

関東大震災時の海外支援
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阪神・淡路大震災（１９９５年）
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阪神・淡路大震災時の海外支援

国・地域 支援の内容

米国 在日米軍を通じ毛布、飲料水、簡易ベッド等、
地震専門家の来日、救援物資の輸送、テント
設営人員

スイス、フランス 救助隊員及び捜査犬

メキシコ、タイ、韓国、豪州、ブルネイ、中国、
モンゴル、英国、ヨルダン、カナダ、ドイツ、
ニュージーランド、ロシア、スリランカ、エジプト、
インド、インドネシア、ルーマニア、チュニジア、
スロベニア、パキスタン、バングラデシュ、ネ
パール、アルジェリア

食料品、飲料水、衣料、毛布、テント、その他
各種救護物資

中国、カナダ、カンボジア、イタリア、バヌアツ、
ジブチ、アイルランド、北朝鮮、台湾、トンガ、
ベルギー、ツバル、西サモア、クウェート、パラ
オ、フィジー

義援金

フィンランド 携帯電話

スウェーデン 国家救難庁関係者の来日

平成7年版 防災白書より
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阪神・淡路大震災の教訓を踏まえ、平成７年
７月の防災基本計画改定において、海外から
の支援受入れに関する規定が新たに設けら
れた。

防災基本計画における位置づけ

防災基本計画 海外支援関係記述 （一部のみ抜粋）

第１章（災害予防）

○国は，海外からの支援を受け入れる場合に必要な
諸手続きなどについては，あらかじめ定めておくもの
とする。

第２章（災害応急対策）

○外交ルートにて海外から支援の申し入れがあった場
合には，外務省は，非常本部等にその種類，規模，
到着予定日時，場所等を通報するものとする。

○非常本部等は，支援の受入れの可能性について検
討する。

○非常本部等が支援の受入れを決定した場合，あら
かじめ定めた対応方針に基づいて，海外からの支
援の受入れ計画を作成し，計画の内容を支援を申し
入れた国，関係省庁及び被災地方公共団体に示す
ものとする。

平成１０年には、「海外からの支援受入れ
に関する関係省庁連絡会議申し合わせ」が
定められ、支援受入れ分野ごとの対応省
庁及び受入れにあたっての手続の流れが
定められた。

関係省庁申合せによる体制整備

海外からの支援受入れ可能性のある分野の
対応省庁（一部のみ抜粋）

支援受入れ分野 対応省庁

捜索・救助（救助犬を含
む）

警察庁、消防庁、農水
省（検疫関係）、法務省
（入国手続関係）

医療スタッフ 厚労省、法務省（入国
手続関係）

食料 農水省

飲料水 厚労省

生活必需品（毛布・衣
類等）

経産省

金銭支援（義援金） 内閣府

9

阪神・淡路大震災後の見直し

10

２．東日本大震災時の海外支援受入れ
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東日本大震災（２０１１年）

３月１１日夕方 外務省より海外からの支援申入れの通報（１８時時点で８か国）

同日 夜 官邸危機管理センターにＣ７班を設置（２２時頃）

３月１２日 韓国隊（第１陣）、シンガポール隊日本到着 →警察庁に受入れ要
請

３月１３日 ドイツ隊、スイス隊、米国隊、中国隊、英国隊、ＮＺ隊日本到着 →

消防庁に受入れ要請 ※以降も、３月中を中心に各国の救助隊が
派遣され、警察庁・消防庁に受入れ要請

３月１４日 中国より救援物資（テント900張、毛布2千枚、手提灯200個）が日
本到着 ※以降、３月～４月を中心に各国より救援物資が到着

３月２７日 イスラエルより医療隊が日本到着 ※本格的な医療隊は本件のみ

３月３０日 自治体に対し海外物資のオファーリストを提示

４月２０日 ＤＨＬ社より物資無償輸送協力開始

５月 ９日 Ｃ７班の業務縮小、他班とともに集約化

主な経緯 （Ｃ７班関係中心）

12
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東日本大震災時の救助チーム・専門家チームの活動場所

14

クローズアップされた日米の絆 ～トモダチ作戦～
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再確認された隣国の絆 ～中国・韓国～

救助隊の受入れにあたって、①受入れ前の体制等の確認、②受入れ省庁の割り当て、③入

出国手続の円滑化、④被災地までの輸送支援（必要に応じ）等 に関する関係省庁との連絡
調整及び協力要請を実施。
以下、Ｃ７班が調整を行った救助隊の一覧（カッコ内は活動地）。

外国政府等から寄せられた支援の申し出に基づいて、被災市町村等におけるニーズを調
査・発掘し、マッチングを実施。必要に応じ、国内輸送や一時保管に係る支援も実施。
以下、Ｃ７班でマッチングを行った物資の例（カッコ内は支援国）。

主な受入れ実績

人的支援

物資支援

韓国（宮城県仙台市）、シンガポール（福島県相馬市）、ドイツ（宮城県南三陸町）、スイス（同）、米国
（岩手県大船渡市・釜石市）、中国（岩手県大船渡市）、英国（岩手県大船渡市・釜石市）、ニュージーラ
ンド（宮城県南三陸町）、メキシコ（宮城県名取市）、豪州（宮城県南三陸町）、フランス（宮城県名取市・
青森県八戸市）、台湾（宮城県名取市・岩沼市）、ロシア（宮城県石巻市）、モンゴル（宮城県名取市・岩
沼市）、南アフリカ（宮城県岩沼市・名取市・石巻市・多賀城市）、トルコ（宮城県多賀城市・石巻市・七ヶ
浜町等）、インド（宮城県女川町）

コート（イスラエル）、靴下（韓国）、下着・靴下（ベトナム）、飲料水（韓国、タイ）、レトルト食品（シンガポール）、コー
ンフレーク（タイ），缶詰（カザフスタン）、紅茶（スリランカ）、コーヒー（タンザニア）、缶詰（インドネシア）、マスク（タイ）、
タオル（ベトナム）、毛布（モンゴル、フランス、トルコ、韓国、タイ等） 等
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外務省
在外公館

相手国
政府

外務省
緊対本部
Ｃ７班

消防庁
警察庁

在京
大使館

緊対本部
幹部

県災対本部
（消防応援活動
調整本部）*

被災地
（地元消防本部、
緊急消防援助隊）*

外国
救助隊

外務省
リエゾン

通
報

受
入
要
請

派遣

ロジ支援

支
援
申
入
れ

*受入れ機関が消防の場合

通
報

協議・報告

防衛省

輸送支援要請
（必要に応じ）

CIQ関係省庁
（財務、法務、
厚労、農水）

入国手続支援要請

人的支援（救助隊）の受入れのフローチャート
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受入の調整

受入の調整

活動の調整

相手国 成田空港
（又は他空港）

県物資拠点 市町村
物資拠点

避難所

相手国
政府

外務省
在外公館

外務省

緊対本部
Ｃ７班

在京
大使館

緊対本部
Ｃ３・Ｃ４班

政府
現対本部

県
災対本部

市町村
災対本部

直接マッチング要請・回答

マッチング
要請・回答

支
援

申
入
れ

相手国負担

相手国、協力機関
又は緊対本部負担

自
衛
隊
等

自
衛
隊
等

情報伝達の流れ

輸送の流れ

マッチング
要請・回答

ニーズ

ニ
ー
ズ

輸送業者・
協力機関

支援申入れ・
マッチング回答

国内輸送
手配

物
資
の

詳
細
情
報

物資支援の受入れのフローチャート
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主な課題・教訓

人的支援関係

19

○今回の災害は、その規模の甚大さや情報伝達手段の途絶などにより、発災直後の段階では、
海外からの支援の申入れを被災地ニーズに基づいてマッチングさせることが事実上不可能で
あった。

●初期段階からの救助隊の円滑な受入れ

○自力での国内移動手段を持たない一部の救助隊に対しては、自衛隊が輸送支援を行ったが、
自衛隊自身の部隊派遣規模が拡大する中、自衛隊に依存することはしだいに困難となった。

●国内輸送手段の確保

物資支援関係

○このように、海外支援物資は、マッチングに慎重を期すためにどうしても時間がかかってしまう
こと、さらに、日本国内まで輸送するためにも時間がかかることから、到着する頃にはニーズ
が解消していることも多かった。

●物資とニーズのマッチング
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